








































































（4） 社会ダーウィニズム（H. スペンサー）やその影響を受けた優生学（F. ゴルトン）はその代表的な思想であろう。
―142―














































































（8） ケインズのいう古典派経済学は，現代経済学説史における狭義の「古典派」（A. スミス，D. リカード，J.S. ミ
ル他）だけでなく，ケインズの師である A. マーシャルや兄弟子の A. ピグーら，後に新古典派とされる人々
の学説も含んだものである。
―144―









































































































































































































































































































































Simmel , Georg（1999［1917］）“Grundfragen der Soziologie（Indiviuum und
Gesellshaft）”，Der Krieg und die geistigen Entscheidungen; Grundfragen der 
Soziologie; Vom Wesen des historischen Verstehens; Der Konflikt der modernen 
Kultur; Lebensanschauung,herausgegebenvonGregorFitziundOttheinRammstedt
（阿閉吉男訳（1967）『社会学の根本問題：個人と社会』社会思想社）.































 （2019.1.19 受稿，2019.2.22 受理）
―154―
千葉商大論叢　第 56 巻　第 3号（2019 年 3 月）
〔抄　録〕
　周知のように，第二次世界大戦前の日本帝国の植民地は，「同化政策」の下で経営され
ていた。しかしながら，それは差別を内包しているという点で，不徹底な同化政策でもあっ
た。管見の限りでは，この不徹底な同化政策が採用された理由については，従前，明確に
は説明されてこなかったように思われる。
　そこで本稿は，第一に，社会的生物であるヒトは，「勢力的関係」，「求心的関係」，「遠
心的関係」という三つの社会関係，およびそれら関係から派生する「社会的欲」を満たそ
うとする存在であるということ，第二に，社会は，それらの「社会的欲」を満たせるよう
に，可能な限り，それらの派生元である社会的関係を制度化していくという性質を持つと
いうこと，この二つの前提の下で構成した「社会モデル」を適用して，日本帝国の不徹底
な「同化政策」の採用理由について，一定の理論的な説明を試みた。
　具体的には，①明治期の過剰な流動化政策は社会矛盾をもたらし，日本社会全体におい
て「求心的関係」が損なわれつつあった，②農家の次男・三男にみられるような「家」の
後継としては処遇されない層の大多数は，明治期になっても「勢力的関係」の下位に位置
づけられ，その不満は日々蓄積していた，③帝国政府は，近代的な市場社会（制度化され
た「遠心的関係」）を温存しつつも，「求心的関係」と「勢力的関係」を新たに構築して，
上記のような社会の矛盾を取り除くという課題を背負っていた，④そこで帝国政府は，ネー
ションしては帝国全体を家族国家という形で「同化」しつつ，本国を「観念的」な家族の
「長兄」とし，かつ植民地を「次・三男」として処遇すれば，本国の遠心化政策（市場社
会化）も求心化政策（家族国家）とも衝突せず，かつ本国の矛盾を植民地に押し付けるこ
とができると考え，それを実行に移したから，というものである。まとめるならば，日本
帝国が不徹底な「同化政策」を採用した理由は，本国の社会矛盾を植民地経営によって解
消することを意図したためである，ということである。
―155―
渕元　哲：帝国空間における「同化政策」の社会モデル分析
